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◆深刻化する児童虐待問題 

児童相談所の早期設置により子どもと家庭の支援体制の強化を 

めざします 

特集１ おおたの子どもたちが健やかに成長できる 

環境の整備・充実を図ります こども 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

子どもの権利を守る支援体制・拠点機能の整備 

■改正児童福祉法の施行後５年を目途とし、区が

運営・管理する児童相談所の整備をめざします。 
 

■施設（一時保護所を含む）の設置場所を早急に

決定するとともに、施設のあり方についての検

討を行います。また、必要な人材の確保及び育

成を推進し、ハード・ソフトの両面において万

全の体制を整えます。 
 
■今後国から示される支援メニューを十分に検

討し、必要に応じて最大限活用することで、よ

り効率的な取り組みを推進します。 

 区の平成27年度における児童虐待相談件数は

過去最多の 578 件となっており、早急な対策の

強化が求められています。区はこれまで、深刻化

する児童虐待問題に対し、主体的な取り組みの強

化を図るため、児童相談所の区への移管に向けた

検討を進めてきました。 

こうした中、平成 28 年 5 月に改正児童福祉法

が成立し、児童の福祉を保障する理念や国、都道

府県、市区町村それぞれの責務・役割が明確化さ

れました。また、特別区においても児童相談所を

設置できることとなりました。 

区は、改正児童福祉法の理念に則り、区民に最

も身近な行政の強みを活かし、問題を抱える（↗） 

 

 

児童虐待防止の啓発（オレンジリボンたすきリレー） 

家庭の早期発見に努めるとともに、自立に向け切

れ目なく支援を行う必要があります。児童相談所

の設置にあたっては、一時保護所を含めた施設整

備や、児童福祉司等の専門的人材の確保・育成な

ど、様々な課題を解決し、十分に対応できる体制

を整備することが急務となっています。 

 

今後の施策展開① 

詳しくは施策 1-1-4「児童相談所の設置」（P.44）を参照 

児童虐待防止運動のシンボル 

オレンジリボンマーク 

現状と課題① 
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＜区の生活困難層定義イメージ図＞ 

◆おおたの地域力を活かし全ての子どもを応援 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

区が平成28年度に実施した小学５年生を対象

とした生活実態調査※において、21.0%の世帯が

区の定義する「生活困難層」に該当することが明

らかになりました。調査の結果からは、保護者が

日常生活で抱える課題が、子どもにも影響を及ぼ

していることがうかがえました。 

こうした課題の中には、家庭や本人の努力のみ

で解決することが困難なものもあり、地域共通の

課題として捉える必要があります。（↗） 

 

全ての子どもたちが包摂
ほうせつ

される地域社会の実現 

全ての子どもたちが生まれ育った環境に左右

されず、自らの可能性を信じて未来を切り拓くた

めには、区をはじめとする多様な主体が連携し、

地域全体で子どもとその家庭を包み込むような

支援が求められています。 
※区立小学校全ての小学５年生とその保護者を対象にアンケート

調査を実施。生活困難層の定義については保護者アンケートの結

果から分類。 

現状と課題② 

非生活困難層 79.0％
（全体から生活困難層を除いた部分）

要素１
家庭

要素１+2+3
生活困難層

21.0％

要素3
世帯収入

要素2
子ども

以下の７項目に関して、過去１年間に買えなかった
経験、支払えなかった経験が１つ以上あると回答し
た世帯

①食料 ②衣類 ③電話料金
④電気料金 ⑤ガス料金
⑥水道料金 ⑦家賃

※①食料②衣類は「よくあった」「ときどきあった」のいず

れかの場合

要素１：家庭からみた生活の困難

公的年金や社会保障給付を含めた世帯の総
収入に関して、世帯人数を踏まえて算出し
た額が一定水準未満※とみなされる世帯

※ 一定水準未満とは、厚生労働省「平成27年国

民生活基礎調査」（所得は平成26年値）の所

得金額の中央値を平均世帯人数で除した値の

50％である等価世帯所得135.3万円未満を

採用。なお、個々のサンプルで等価可処分所得

を計算し、その中央値の50％として求める貧

困線の基準とは完全に一致しない点に留意。

要素3：世帯収入からみた困難

子どもとの経験や消費行動、所有物に関する以下の
14項目に関して、経済的な理由で与えられていない
とする項目が３つ以上あると回答した世帯

①海水浴に行く
②博物館・科学館・美術館などに行く
③キャンプやバーベキューに行く
④スポーツ観戦や劇場に行く
⑤毎月おこづかいを渡す
⑥毎年新しい洋服・靴を買う
⑦習い事（音楽・スポーツ・習字など）に通わせる
⑧学習塾に通わせる
⑨１年に１回程度家族旅行に行く
⑩クリスマスのプレゼントをあげる
⑪正月のお年玉をあげる
⑫子どもの年齢に合った本がある
⑬子ども用のスポーツ用品・おもちゃがある
⑭子どもが自宅で宿題をすることができる場所がある

要素２：子どもからみた生活の困難
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「おおた 子どもの生活応援プラン」を力強く推進し、社会的包摂
ほうせつ

を 

実践します 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■子どもたちの将来がその生まれ育った環境に

よって左右されず、自分の可能性を信じて未

来を切り拓く力を身につけることをめざし、 

「おおた 子どもの生活応援プラン」を策定しま

した。 
 

■地域の代表や有識者を含めた多様な関係者で

構成する推進会議を設置し、プランに掲げた施

策について、その効果や進捗状況を常に検証・

評価することで、子どもたちを取り巻く環境の

変化を捉えながら、適切な見直しを行っていき

ます。 

区・関係機関・各活動団体・個人が相互に課題解決に向けて取り組む地域社会の実現をめざす。

「総合窓口ネットワーク機能」構築イメージ

ネットワーク

参加への働きかけ

現状

団体団体

個人

●交流・情報共有の場の提供（団体間のつなぎ体制に寄与）

●区事業案内・情報提供（相談者対応の円滑化に寄与）

●活動団体紹介・PRなどの広報（活動の活性化に寄与）

●深刻な相談案件に関する協力（複合化した課題解決に寄与）団体

交流支援

区

将来イメージ

新規参入による

ネットワークの広がり

団体関係機関

個人

団体

交流・協力
個人

NEW!

NEW!

団体

課題

複合化した課題への

連携解決

活動団体ネットワークの確立を区が支援
団体・個人間の交流・連携体制構築を支援

窓口

区と活動団体が連携し、互いの強みを活かして取り組み、課題解決に努めます

総合窓口ネットワーク機能

窓口

計画推進会議（学識・関係機関・地域代表等）

取組状況の検証・提言等

要支援家庭等対策委員会（関係部局）
庁内ネットワーク機能・課題解決機能

各窓口の情報共有・連携体制の構築

◆◆◆総合窓口ネットワーク機能◆◆◆

●区が関与すべき課題を一義的に受けるコーディネーター機能

●地域活動団体・個人の包摂的活動を下支えする役割を担う

●各部局同士の関係窓口のつなぎ体制支援

■プランの最も重要な考え方である「社会的

包摂
ほうせつ

」に関する理解を深め、地域における支援

の広がりと全庁をあげた取り組みを推進する

ため、さらなる意識啓発を実施します。 
 
■区・関係機関・各活動団体・個人が、それぞれ

の長所を活かし合い、一丸となって取り組む地

域社会の実現に向け、「総合窓口ネットワーク

機能」の構築をめざします。 

 

今後の施策展開② 
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◆施設の老朽化、社会情勢の変化 

特集２ 公共施設の適正なマネジメントにより、 

区民サービスの向上をめざします 公共施設 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

インフラ施設を含む公共施設マネジメントの推進 

区が保有する公共施設（道路、公園等のインフラ施設を除く。以下同じ。）のうち、約 65%が築

30 年以上経過し、今後 20 年で多くの施設が更新時期を迎えます。また、少子高齢化の進行など社

会情勢の変化に伴い、区民ニーズが多様化・高度化する中で、区は、これまでの改築を主体とした手

法に加え、長寿命化改修の実施、既存施設の利活用、複合化・多機能化の推進、公民連携手法の活用

など、効果的・効率的な施設マネジメントを推進していく必要があります。 

こうしたマネジメントの推進にあたっては、地域特性を的確に捉えることも重要です。区民サービ

スをさらに向上するため、インフラ施設を含めた全ての公共施設マネジメントの推進が求められてい

ます。 

【参考：公共施設に関する国の動き】 

 平成 25 年 11 月…インフラ長寿命化基本計画を策定 

 平成 26 年 04 月…公共施設等総合管理計画の策定要請（総務省） 

公共施設 

築年数別床面積 

公営住宅 

7.0％ 

スポーツ・文化 

6.4％ 

子育て支援 

4.7％ 

保健・福祉 

3.1％ 
その他 

3.1％ 

学校教育 

75.7％ 

築 40年以上 

施設種別割合  

 

内訳 

40 年以上 

639,679㎡ 

（52.0％） 

30～39 年 

163,127㎡ 

（13.3％） 

20～29 年 

184,988 ㎡ 

（15.0％） 

20 年未満 

241,963㎡ 

（19.7％） 

※平成 28年 4月 1日現在 

築 40年以上（床面積）が全体の 50％以上を占める 

現状と課題 
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１ 施設や地域の特性・人口動態を見据えたマネジメントを進めます 

２ インフラを含む公共施設等全体のマネジメントを展開します 

公共施設等総合管理計画

大田区公共施設白書

（平成27年３月）

大田区公共施設等マネジメント

今後の取り組み

（平成29年３月）

大田区公共施設適正配置方針

（平成28年３月）

適正なマネジメント

改築（複合化・多機能化）

長寿命化

転用・廃止・売却等

予防保全

区民サービスの

維持・向上

社会経済状況への

的確な対応

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

区は、大田区公共施設適正配置方針を一部具体化するとともに、新たにインフラ施設を対象に

加えた「大田区公共施設等マネジメント 今後の取り組み」を策定しました。適正配置方針の具

体化に際しては、「まちづくりとの連動」や「地域特性」といった視点から深度化を図りました。 

「大田区公共施設等マネジメント 今後の取り組み」と既存の「大田区公共施設白書」「適正

配置方針」の３部をもって「公共施設等総合管理計画」と位置づけ、区の公共施設全体について、

さらに効果的・効率的なマネジメントを展開します。 

今後の施策展開 

地域特性に応じた

再編・多機能化 

社会状況や区民 

ニーズへの対応 

効率的な 

マネジメント 

●特別出張所の改築に合わせた周辺公共施設の再編による、 

 新たな地域力の推進の拠点づくり 

●学校施設改築時に教育環境を確保した上で他施設との複合化を図り、 

 新たな地域活動拠点を整備 

●将来の人口構成の変化や区民ニーズに柔軟に対応できるよう、 

施設の多機能化を図り、多目的に利用できる施設整備を推進 

●利用状況及び配置バランスを踏まえた施設の集約化による、 

 ニーズの高い機能への転換 

 

●建替えと長寿命化改修の併用や公民連携など、多様な手法を検討 

●計画的な修繕に基づく維持管理 

●将来を見据えた、持続可能な公共施設の整備 

※公共施設等総合管理計画の推進イメージ 
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◆魅力あるまちをめざして 

◆まちづくりに係る機運の上昇 

特集３ 区政の主役である区民とともに、これからの 

まちづくりを進めます まちづくり 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成 23 年３月の「大田区都市計画マスタープ

ラン」の改定以降、東京 2020 オリンピック・パ

ラリンピックの開催決定、区内では蒲田、大森、

空港跡地及び臨海部におけるまちづくりの進展

や各地域の拠点におけるまちづくり機運の醸成

など、区の内外を取り巻く情勢は大きく変化しま

した。 

こうした状況を踏まえ、区政の主役である区民

とまちの将来像を共有しながら、今後のまちづく

りを進める必要があります。 

羽田空港跡地第 1 ゾーンは、平成 27 年 7 月に

「整備方針」を策定、28 年 2 月には国家戦略特

区の都市計画に係る内閣総理大臣認定を受けま

した。こうした方針・認定に基づき、区では土地

区画整理事業に着手するとともに、跡地整備にお

ける事業者公募に取り組み、地域や世界との交流

による活力あふれるまちづくりを進めています。 

平成 28 年 4 月に公表された国の答申において

高い評価を得た新空港線は、その整備推進によ

り、沿線のまちづくりなど地域の活性化をもたら

すことが期待されます。 

また、東日本大震災や熊本地震などを教訓とし

ながら、地震や災害に強いまちづくりを進めるこ

とが急務となっています。今後は、まちの防災機

能を一層向上させる必要があります。 

おおたに関わる全ての人たちと、まちの将来イメージを共有 

「おおた都市づくりビジョン」における 

まちの将来像の例 

 

羽田空港周辺図 

 

 

 

羽田空港の周辺図 

 

現状と課題 
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今後の施策展開 

臨海部３島における将来像の 

検討・策定に向けた支援を 

進めていきます 

池上通りの拡幅をはじめとする、 

駅周辺の整備・機能更新に向け、 

地域の皆様とともに検討を 

深めていきます 

建物の不燃化・耐震化とともに、
道路・公園の整備を進め、 
まちの防災性を高めます 

歴史・文化・自然の回遊が楽しめる、 

区民や来街者を惹きつけるまちを 

めざします 

木造密集地域の整備イメージ 

整備方針に基づき、平成 32 年の

まちづくり概成をめざします 

空港跡地 

池上 

洗足池 

馬込 

公園・多摩川の歴史・文化施設などをつなぐ 
歩行者空間や緑のネットワークを拡充します 

記載の内容は、将来のイメージを示すものであり、今後変更の可能性があります。 

木造密集 
地域 

まいせん（馬込・池上・洗足池）の将来イメージ 

大森 

新空港線軸 

東海道軸 

京浜臨海軸 

空港周辺 

蒲田 

スクエアの連携 

羽田空港跡地周辺イメージ 

‐KeyWord‐ 
 

都市軸 

広域な都市間を交通ネットワークで有機的に結ぶ都市の骨格を、

「都市軸」として概念的に示します。例えば、東海道線をはじめ

並行して走る鉄道・道路を含めた骨格を、「東海道軸」と称します。 
 

スクエアの連携 

東海道軸、京浜臨海軸、新空港線軸を設定し、それらが交差する

蒲田、大森、羽田空港周辺、臨海部の４地域を、「スクエア」とし

て位置づけています。 
 

駅の東西自由通路の設置に
向けた検討や、駅周辺街区
の建替えを支援します 

多摩川 

多摩川・田園調布駅周辺整備イメージ 

羽田空港跡地第１ゾーン 

蒲田駅周辺整備イメージ 

下丸子 

下丸子駅周辺整備イメージ 

駅周辺の基盤整備などに合わせた、
産業・ビジネス機能や生活支援機能
の強化をめざします 

臨海部 

交通広場のイメージ 

（羽田空港跡地第１ゾーン） 

親水緑地のイメージ 

（羽田空港跡地第２ゾーン） 

大森駅周辺整備イメージ 

臨海部の将来イメージ 

中央防波堤埋立地の帰属は決定していません 



26 

 

 

 


